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資料４－１ 平成２７年２月定例会（事前）

総務委員会資料

県民環境部

徳島県災害廃棄物処理計画（案）について

１ 計画作成の趣旨

国では、平成２３年に発生した東日本大震災をはじめ、近年全国各地で発

生した大雨、台風等の被害への対応から得た知見や知識を踏まえ、平成２６

年３月に「災害廃棄物対策指針（以下「指針」という。）」を策定した。

「指針」では、地方自治体がこの指針に基づき、地域防災計画との整合性

をとりながら、災害時における廃棄物処理に係る基本的事項を取りまとめ、

継続的に見直しを行うこととされている。

本県では、南海トラフ巨大地震や、近年大型化する傾向にある台風、多発

する集中豪雨等に伴う災害から、速やかに復旧・復興を進めるため、「徳島

県災害廃棄物処理計画」を全国に先駆けて作成し、市町村の計画作成の道

しるべとする。

２ 計画（案）の主な内容

（１） 基本的な考え方

・ 県内の市町村計画（平成２８年度中に完了予定）を束ねる県計画を、

市町村計画に先行して作成する。

・ 災害廃棄物処理は、発災後３年以内で終えることを目標にするととも

に、域内処理、再資源化の徹底を図る。

（２） 想定する被害

本県において最大の被害が懸念される南海トラフ巨大地震を想定する

とともに、大雨、台風等に伴う被害についても考慮する。

・南海トラフ巨大地震

全壊 １１６，４００棟 津波浸水被害 ２０１ｋ㎡

（３） 災害廃棄物発生量､仮置場面積等の算定

災害廃棄物の処理体制を検討するうえで、ベースとなる発生量を推計

し、必要な仮置場面積等を算定する。

・災害廃棄物及び津波堆積物の発生量 ２，０１６万ｔ

・必要な仮置場面積 ６２１ｈａ

（４） 「指針」に沿って、①平常時、②応急対応時、③復旧・復興時の各段階

における組織体制・指揮命令系統、管理体制、処理手順・技術面に関する

事項を取りまとめる。
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３ 災害廃棄物処理業務の概要 

 

 

  
   



3 
 

 


